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1.導入と概要 

ポートランド市（以下、「市」）とポートランド交通局(以下、「PBOT」)は、地域社会

に貢献するバリアフリー交通サービスの向上に取り組んでいます。障害者ニーズへの配

慮は、通行路の改善にも PBOTサービス提供にも大変重要です。 

 

PBOTのミッション声明 

 

PBOTは、住みよい地域社会を形成するコミュニティパートナーとして、効果的で安全

な交通網の計画・建設・管理・維持を通じて、人やビジネスの円滑な輸送に貢献してい

ます。私達はポートランドと共に動いています。 

 

安全性、独創性、平等性、オープン姿勢、相互尊重、差別排除は、PBOTで大切にされ

ている価値観です。  

PBOTの「ADA 法第二編公共通行路の移行計画・更新版」（以下、「移行計画」）は、

1996年版の同計画の差し替え版となり、アメリカ障害者法（ADA法）第二編の要件を満

たすものです。障害者への差別を防ぐため、公的機関は公共のプログラムや方針、手続

き、インフラストラクチャなどを、妥当な改善を施さなければならないと ADA法は定め

ています。 

 

全ての移行計画に求められている項目は、 

• 公共通行路において障害者の通行を妨げるバリアの識別。 

• 公共のプログラムへの全面的な参加を阻害するような要素の識別と、既存方針、

慣例、手続きの見直し。 

• 識別されたバリアを除去し、バリアフリーを促進するための優先付けや資金調達

などの方法手段の検討。 

• 公共通行路のバリア除去、プログラム参加阻害のバリア除去の日程の作成。 

• 移行計画の公開と一般市民からのコメントの受け入れ。 

• 移行計画の実行責任者の指定とその公開。 

• 意見・苦情等の受け入れ手続きの規定とその管理。 

 

この移行計画は、公共通行路（PROW）のバリアフリー化とこれに関連する各種 PBOT事

業の継続的改善の枠組となるものです。本書内容は市と PBOTによる既存バリアの除去

や改善項目の実施に伴って定期的に編集・更新されます。 
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1.1 目標とその項目 

PBOTの 2019-2022年戦略プランにおける 3目標は、 

1) 安全確保 

2) 人と物資の輸送  

3) 資産管理   

今回の移行計画更新における主な PBOTの目標は、障害者も各種サービスをフル活用で

きるようなバリアフリー化です。今回の移行計画の目標には、戦略計画のねらいも反映

されています。完全にバリアフリーな交通網とは、何人であれ安全に利用できる、メン

テナンスの行き届いた堅牢なシステムのことです。本移行計画では、PBOT における具

体的な公共通行路の課題や現存するプログラムのバリアを取り上げ、その除去のステッ

プを識別します。 

PBOTではプログラム・サービス・業務内容に影響を及ぼすような方針・手続きを見直

す内部評価も実施しています。この内部評価は PBOT の障害者向けサービス提供の見直

しと現状ギャップ識別の手掛かりとなります。 

 

この内部評価に基づいて、公共通行路に現存する通行バリアを見つけ、これらを除去す

る方法と実施の日程を移行計画に記載します。 

 

この移行計画の管理・実施・更新を担当し、一般市民との窓口となり、さらに PBOT職

員の内部連携を統括する責任者の氏名も記載されています。 

 

ADA法に関するコミュニティからの意見や苦情に対応する PBOTの取り組みも移行計画

の一環として盛り込まれています。 

1.2 平等な社会づくり 

ポートランド市は、多様性を高め、平等社会を促進し、協調性の豊かな市政をめざして

います。平等な社会とは、ひとりひとりが生活最低限のニーズを満たし、幸せを求め、

最大の可能性を実現できるような社会であることが 2012年ポートランド計画の中で定

義されています。私達は個々のコミュニティにおける交流を通して、また多くのコミュ

ニティが集まる社会の中で、運命を共にしています。どんなコミュニティであっても、

その現在と将来はそれぞれのコミュニティが築きます。平等性の確保は、健全なコミュ

ニティを育てる手段であるととともに、社会全体を豊かにします。平等が保たれている

社会では、人の成果が格差で決まることはありません。 

 

以下はポートランド市が掲げた 2015年の市全体にわたる人種平等目標と戦略です。 

 

シティワイド平等目標 

1. 市政における人種格差を撤廃し、雇用と昇進の平等化、契約機会の均等化、全
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ての住民に公平なサービスを提供します。 

2. 黒人コミュニティや移民・難民コミュニティへの福祉を広め、公的交流、市政サ

ービス利用を促進し、人種平等化の好事例に基づく既存サービス支援と改善を行いま

す。 

3. 様々なコミュニティ組織との協力を通じて、教育、犯罪、環境、医療、住宅、

交通、産業などの全域における人種不平等の撤廃を目指します。 

シティワイド平等戦略  

1.  人種平等の基本  

2.  組織能力の育成  

3.  人種平等の視点の導入 

4.   データ重視 

5.   外部機関やコミュニティとの協力体制 

6.   緊迫感と責任感ある取り組み姿勢  

公共交通計画の内容は、社会差別に大きく影響するため、PBOTでは人種平等を常に念

頭に置いています。以下がこれまで PBOTで実践してきた平等化の目標と戦略項目で

す。 

• PBOTディレクター配下に平等化プログラムを設立し、ADA通行路改善コーディ

ネーターなど、平等化の推進を専門とする複数の役職を組織全体に設置。 

 

• 人種平等5年計画を作成し、交通平等化の焦点を組織の戦略3年計画に統合。 

 

• 平等化を視点とするデータポイントを用いてポートランド交通網の不備の評

価、設備投資と安全管理の優先化、コミュニティとの連携強化、プログラム・サービス

の成果見直しを実施。 

障害者への対応は平等化推進の大きな焦点ですが、特に今回の更新 ADA移行計画では、

組織全体のバリアフリー化に新たに取り組みます。 
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1.3 ポートランド市のADA法第二編の実践と経緯 

1992年 2月 5日 市議会が第 34945号決議を全会一致で採択し、市の提供するプログ

ラム・サービス・活動を全てバリアフリーとする方針を是認しました。この決議によ

り、市の求人に応募する障害者への差別も禁止されました。 

 

1993年 5月 5日 市議会は第 35135号決議を採択し、市の全プログラム・活動・サー

ビスをバリアフリーとする政策を移行計画で承認しました。 

 

1996年 10 月 4日 ポートランド市の ADA移行計画が更新されました。 

2001年 10 月 17日 市議会は第 36035号決議を採択し、市の多様化推進／差別是正の

基本理念と戦略開発計画を定めました。戦略開発計画の中で、ADA連携委員会が ADA推

進とその研修をコーディネイトする、シティワイド委員会の設置が求められました。現

在、シティワイド ADA代表グループとの連携は、ADA法第二編政策コーディネーターが

担当しています。 

 

2006年 5月 25日 ADA法第二編の遵守をめざし、当時のトム・ポッター市長が障害者

のアクセス改善支援の枠組となる方針案を作成し、全局長レベルに通知しました。 

 

2013年 6月 19日 ポートランド市の事業・サービス・活動を全ての人にバリアフリー

に提供できるよう、公民権法第六編に基づく市計画を採択しました。 

 

2014年 7月 公民権法第六編と ADA法第二編関連の業務が平等化人権室（Office of 

Equity and Human Rights）の担当となりました。 

 

2014年 11 月 ポートランド市 ADA法第二編移行計画の更新を市議会が採択しました。

この更新により、ポートランド市で所有・管理・運営する全施設が移行計画の対象とな

りました。 

 

2015年 8月 ポートランド公園緑地課による、ポートランド市 ADA移行計画の修正版

が完成しました。 

 

2016年 2月 公共通行路における ADA移行計画に関する PBOTの戦略実践報告書が完成

しました。  

  



 

移行計画の草案 ページ7 

1.4 ポートランドの障害者 

行動安全性リスク要因調査システム(BRFSS)のデータによれば、マルトノマ郡の住民の

うち 23%は何らかの障害を有しています。この割合はクラカマス郡では 22%、ワシント

ン郡では 19%です。 

各郡の割合は、オレゴン健康科学大学(OHSU)がまとめた BRFSSの 2013～2015 年地図に

示されています。 

 

 

 

2013～2018 年の 5年間の米国コミュニティー調査(ACS)のデータによれば、障害者人口

の割合は高齢化とともに増加しています。これには運動機能、聴覚、視力、認知能力、

セルフケア、自立生活など、各種の障害が含まれます。5才から 17才までの年齢層で

も、ポートランド市民の 6.3%が何らかの障害を有しています。75才以上になると、ポ

ートランド市民のうち 53.5%が障害者として報告されています。 
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2.法律上の義務 

連邦政府・州政府・自治体の各レベルにおける政策・慣行・手続き・主要課題・資金調

整などはそれぞれに法の規制があります。PBOTの計画、事業、方針、実践内容、活動

内容は、こうした法の要件に従って行われています。 

2.1. 合衆国連邦 

1973年リハビリテーション法[合衆国法典第 29編第 794条]の第 504セクションは、連

邦資金援助を受ける一切のプログラムや活動において障害者差別を禁じています。1990

年に可決された ADA法第二編は、障害者の雇用差別、州・自治体サービス利用差別、商

業施設への出入りの差別、交通の差別、一般公衆の出入りする公有・民間施設での障害

者差別を禁止しています。特に ADA法第二編は全ての州・地方の政府機関にまで障害者

差別禁止の範囲を拡大しています。 

 

ADA法バリアフリー指針(ADAAG)は、1991年に米国アクセス委員会が作成したもので、

2004年に更新されています。この ADAAGから連邦司法省(US DOJ)と連邦運輸省(US 

DOT)もそれぞれ管轄範囲に応じた障害者保護基準を設定しています。連邦運輸省の ADA

基準は、公共交通施設に適用されるものです。連邦司法省の ADA基準は、公共交通施設

以外の全施設に適用されます。公共通行路バリアフリー指針(PROWAG)は米国アクセス委

員会によって 2005年に作成されました。2011年、2013年の改訂を受けながらも未だに

正式採択されていませんが、この PROWAGは公共交通施設のバリアフリー化の主な指標

となっています。 

2.2. 州 

オレゴン州法は、オレゴン改訂州法（Oregon Revised Statutes）第 267章「交通区

域」と第 447 章の「障害者アクセスの基準と仕様」(447.210～447.310)に規定がありま

す。 
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2.3. 市 

 
ADA法第二編の遵守をめざすポートランド市では、いかなる人も障害を理由に市の事業

やサービス、活動への参加を拒否されたり差別されない方針を定めています。市の提供

する各種プログラム、サービス、活動においてアクセス支援を実施しています。  

市と PBOTの方針 

音声式歩行者用信号機の方針は下記 3.2に記載 

ADM-18.02 – 公民権法第六編の苦情手続き 

ADM-18.20– ADA法第二編の苦情手続き 

HRAR-2.01 雇用機会均等(EEO)差別是正措置 

HRAR-2.02 職場のハラスメント、差別、報復の禁止 

HRAR-2.06 第一編に基づく障害者受け入れ措置 

HRAR-3.01 人員募集プロセス 

Policy 1.09 第二編および第六編の情報取扱方針 

Policy 1.10 機密情報と個人情報 

2035 総合計画方針  

9.9 バリアフリー・高齢者対応の交通制度 

9.19 歩行者安全とアクセス支援 

9.21 バリアフリー自転車システム 

9.25 交通機会の均等化 

公民権教育擁護センターの同意判決 

2016年夏、公民権教育擁護センター(CREEC)は市に対して、連邦障害者法に準拠するス

ロープが市内の歩行通路に不足している件について法的通知を行いました。訴訟を意図

するこの通知により、原告 3名は車いすやシニアカ―など補助装置で道を通行するポー

トランド市民や市の訪問者（「和解クラス」と総称）の声を代表したのです。 

 

2016秋、市は和解協定を結び、和解クラスを代表する原告側弁護団の主張した問題を

解消するため、市内の歩行者通路のバリアフリー化協力措置に同意しました。 

 

下記に同意判決のリンクがあります。以下がその主な内容です。 

• 市は市内の全ての歩道（歩行者用通行路）の現状を調査し、全ての交差点の段差

状況を確認して記録します。この調査結果を用いて障害者保護法に未準拠の段差

や無段差工事の必要地点を識別します。 

• 市は12年間にわたる無段差工事を2018年7月1日に開始し、その間に1,500カ所の

スロープ設置・改善を行います。  

• 既存事業の一環として行うスロープ改善工事は連邦法の優先順位に基づきます。  

• 市民の段差補修要請手続きにより識別された地点も補修の対象となります。 
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• PBOTの公共通行路移行計画は、本同意判決の発効日から3年以内、2021年9月まで

に更新します。 

• 和解クラスはもとより、公共交通の利用者全般に広くよびかけて当該合意につい

ての意見を募ります。 

同意判決のリンク 

  

https://www.portland.gov/sites/default/files/2020-06/consent-decree-judgment.pdf
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3.バリアの識別  

3.1 PBOTの内部評価 

ADA法第二編に基づく義務の一つとして、広報活動や住民窓口を担当している PBOT公

共サービス責任者や職員を対象とする内部調査の実施が求められています。PBOTでは

継続的な業務評価を行いながら、バリアフリー化達成への改善を実施しています。内部

評価で得た回答によれば、ADA法の要件は PBOT従業員にはおおむね認識されており

PBOT業務にも反映されていますが、特定の業務範囲における障害者と従業員との情報

交換不足が今回の調査で浮き彫りになっており、方針の改善余地として認められていま

す。既に提案され実施されている対策もあります。今後も内部評価を継続的に行いなが

ら必要に応じた改善を進めます。 

3.2 歩道の段差  

市は全市道の交差点のすべての角における歩行者通路の縁石やスロープ、スロープ下の

水平面なども含めた段差の種類を調査し、法律要件を満たしていない地点を識別するよ

う同意判決で命じられています。調査では歩道スロープのある地点と無い地点の双方の

データが収集されます。スロープ既設地点では、その種類、位置情報、勾配、寸法をそ

れぞれ調べています。調査の詳細情報は、同意判決の第 V条、第 B項、第 2節の c.i～

xvに記載されています。収集全データはデジタル情報として市の GISデータベースに

記録されます。 

3.3 歩行者用信号機 

歩行者用信号機は、PBOT の公共交通網の中でも特に重要な要素です。歩行者用信号機

には、自動式と押しボタン式とがあります。自動式は車の交通に連携する時差式で、歩

けと止まれのタイミングを歩行者に示します。押しボタン式は歩行者が横断するときに

ボタンを押すと、表示が「歩け」に切り替わります。音の出るボタン式信号機もありま

す。新型音声式信号の設置を住民が要請することもできます。設置要請地点の歩行者ニ

ーズは、市職員とオレゴン盲目者委員会の専門家が要請者と共に検討します。市の評価

には以下の方針が適用されます 
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• 信号機を必要とする交差点であること 

• 安全性、音量レベル、住民の受け入れなどを評価すること 

 

この方針と手順の詳細は、以下のリンクをご覧ください。 

音声信号機 | 信号機 | オレゴン州ポートランド市 

 

PBOTの信号機設置と改善作業は、音声信号機も含め、既に計画中の信号機設置交換事

業の一環として実施されます。設置交換後は、音量など法律の要求項目に関する準拠確

認のデータ収集が行われます。  

3.4 歩道 

法律に準拠する安全なバリアフリー歩道の確保は、交通整備上大変重要です。市の条例

により、私有地に接する歩道の責任は、当該私有地の持ち主となるため、住宅・店舗ビ

ジネス・学校・その他施設の所有者が歩道の建設・維持管理・修理の責任を負います。

歩道がなかったり不完全な場所の改善工事は、これまで開発事業や再開発事業に伴って

行われてきました。開発事業の範囲外であっても、歩道建設やメンテナンスを民間に要

求する権限が市憲章と市条例に基づいて市に与えられています。 

 

歩道に関する苦情があった場合には、PBOT検査員が現場状況を確認の上、不動産の所

有者に通知を発行して補修を要求します。所有者がすみやかに補修を行わなかった場合

には、PBOT が民間業者に委託して補修を行い、その費用が所有者に請求されます。市

の立て替えた補修費用は、分割払いも現時点では可能です。事前歩道検査計画は現在評

価検討中です。現行の歩道管理事業の詳細は、以下のリンクに情報があります。 

歩道メインテナンス情報 

 

歩道の建設とメンテナンスは民間の責任である一方で、交通が特に激しく通行人の多い

地点の歩道改善は、PBOT の歩道建設の投資対象となります。歩道建設は、PBOT公共投

資事業や民間開発事業の一環としても行われています。 

PedPDX は PBOTのシティワイド歩行者計画です。この PedPDX第 8戦略 (バリアフリー

歩道の建設とメンテナンス)には、歩道の事前検査の評価など全面的なバリアフリー歩

道を実現するための 14項目が挙げられています。具体的な項目内容は、以下のリンク

でご覧ください。 

ポートランド市 PedPDX計画 

 

市有または市の運営する建物や土地に沿った歩道の目録作成と調査費用は、2020-2021

年度の予算に計上されています。交通網計画(TSP) | オレゴン州ポートランド市 

3.5 駐車スペース 

https://www.portlandoregon.gov/transportation/article/193051
https://www.portlandoregon.gov/Transportation/70508
https://www.portlandoregon.gov/transportation/78224
https://www.portlandoregon.gov/BPS/70011
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公道のバリアフリー駐車スペース 
障害者専用スペースは、ポートランド市内全域に設けられています。市では短時間スペ

ースのバリアフリー利用促進のため、州発行の障害者用駐車プラカード保有者に対して

駐車メーター時間延長のほか、特に車椅子専用の障害者用スペースを増加するなどの新

方針を採用しました。 

 

PBOTでは、入口前の障害者専用駐車スペース指定を希望する民間要請にも対応してい

ます。こうした方針や手順の詳細は、移行計画の実践課程でさらに具体化していきま

す。 

市有駐車場ビルと公道上のバリアフリー駐車スペースは、以下のリンクに地図がありま

す。バリアフリー駐車スペース地図 

駐車場ビル 
ポートランドのダウンタウン周辺には PBOT直営・運営の駐車ビルの施設がいくつかあ

ります。これらの駐車施設は、ADA法第二編対象施設として移行計画の対象となってい

ますが、今回の「移行計画」では特に公共通行路に整備の重点が置かれています。駐車

施設を含む PBOT施設の移行計画は、2014年 10月に完成しています。PBOT 駐車場ビル

のバリア既存数と調査内容、除去方法などの報告は、ポートランド市 ADA 法第二編移行

計画更新版の 3.3と 4.1 に記載されています。 

 

ウェブサイト:ポートランド市 ADA法第二編移行計画 

3.6 駅と停留所 

バスや Max、ポートランド・ストリートカーなどの駅や停留所は PBOT管理下の市道に

あります。駅や停留所は公共通行路と見なされますが、その管理責任はそれぞれ所轄の

交通会社に委ねられています。バスと Maxの駅や停留所は Tri-Metの管理下にあり、

PBOT所有のポートランド・ストリートカーは PBOT が管理運営しています。駅・停留所

の利便性には現場の建築物、通行路配置、歩道、標識などの諸要素が左右します。バス

停や MAX駅のバリアフリー化要素は、Tri-Metの協力を得ながら PBOTが公共通行路の

改善点として識別します。ポートランド・ストリートカー駅のバリアフリー化項目は、

当移行計画の一環として補修日程に組み込まれる予定です。
 

http://pdx.maps.arcgis.com/apps/webappviewer/index.html?id=0b2c575974ca4512bae40ef49fb05b21
https://www.portlandoregon.gov/oehr/article/498497
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ポートランド・ストリートカー駅の調査

報告は、ポートランド・ストリートカー

交通資産管理(TAM)プランに記載されて

います。現状評価報告は毎年更新されま

す。運営中の 66駅に加えて通行路とは

見なされない公共プラザにも駅が 2つあ

ります。

ポートランド・ストリートカーの到着を待つ車椅子利用者 
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4.バリア除去の方法  

4.1 公共投資事業、改修工事、メンテナンス、住民の要請 

PBOTによる段差解消、歩行者信号、歩道などバリアフリー化の新設・補修にはいくつ

かの方法があります。 

 

• 公共投資事業 新たな建設事業や計画的改修事業の一環として、公共通行路のバ

リアフリー化要素の追加、取り替え、新設が行われる場合。 

 

• 改修 公共通行路の改修工事、路面の再舗装工事などを通じてバリアフリー化要

素が新設・修理される場合。 

 

• メンテナンス 公共通行路のメンテナンス工事を通じてバリアフリー化要素を追

加したり、未準拠要素を修理・交換する場合。歩道の段差に関する PBOTのメン

テナンス目標は年間 700～1000カ所。この目標は、2004年の歩道管理プランに

も記載されています。 

 

• 住民の要請 下記 4.4項の各種手続きを通じて ADA法準拠を要請することがで

き、バリアフリー化の改善を得ることができます。 
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4.2 市の公道用地における民間工事 

ポートランド市開発サービス局(BDS)から工事の認可を得た住宅・オフィス・産業・商

業地・集合住宅の民間工事が公共通行路の改善につながる場合もあります。たとえば歩

道の設置、歩道の段差解消、信号の設置などがその例です。建築許可を得た民間業者に

は、可能な範囲で最大限にバリアフリーな建設・改善が義務付けられています。 

4.3 無段差歩道の設置申請 

1997年、市全域で ADA無段差歩道の設置を住民が申請できる市の事業が始まりまし

た。要請地点にスロープを新設置したり段差を補修することで、車いすなどを利用する

体の不自由な人々の通行を市が支援します。 

各地点の調査評価は申請順に行われ、着工は以下の基準で優先付けられます。 

• 障害者による要請、または障害者のためになる地点 

• 障害者に危険であると思われる地点 

• 歩行者事故の多発する場所で、法に準拠していない段差のある地点 

• 歩行者の多い地点 

• 障害者の多い地点 

• 主な目的地間をつなぐ歩行路に途切れのある地点 

プログラム詳細は、以下のリンクをご参照ください。ADA無段差歩道要請プログラム| 

オレゴン州ポートランド市 

4.4 障害者のための要望・懸念・苦情のADA法窓口 

無段差要請プログラムのほかにも、市は以下の方法で公共通行路のバリアフリー化や

ADA法関連の苦情などに関する市民の要請や相談を受け付けています。 

823-SAFE 
交通標識、信号機、路面の舗装、歩道、路面の穴修理などの道路メインテナンスや交通

安全の問題に関する市の電話窓口です。 

 

地域生活交通安全ホットライン  

 （Transportation Safety and Neighborhood Livability Hotline ）の電話番号は

503-823-SAFE (7233)、またはオンラインで受け付けています。横断歩道、交通標識、

道路の見通し、車の速度や交通量などに関する住民のホットラインです。 

通報アプリ PDX Reporter 
PDX Reporterは市内の問題やメインテナンス問題を手軽に通報できるアプリです。ウ

ェブ対応のスマートフォンやタブレット、パソコンで利用できます。 

https://www.portlandoregon.gov/article/292760
https://www.portlandoregon.gov/article/292760
https://www.portlandoregon.gov/transportation/article/564769#MO
https://www.portlandoregon.gov/transportation/69703
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アプリは www.pdxreporter.org からダウンロードでき、PortlandOregon.gov アカウン

トでログインできます。旧バージョンアプリのアカウントでもログイン可能です。ログ

インは必要ですがアカウント登録は無料で市民に公開されています。ログインページの

“sign up”リンクでご登録ください。スマホやタブレットのホーム画面にアイコンを

保存するとアプリ同様に使えます。詳細はアプリのヘルプをご覧ください。 

ADA 法第二編関連の苦情の届出 
誰であれ、障害を理由にした不平等な扱い・差別を受けたと感じる人は、ポートランド

市第二編プログラムマネージャーに苦情を届け出ることができます。ADA 法第二編に基

づくこの通報手続きは、ポートランド市の全てのプログラム、サービス、活動から派生

する問題に適用されます。ただし行政上の手続きのため、金銭的損害賠償や懲罰的賠償

は受けられません。 

苦情に対応するのは市だけではありません。市に通報した同じ苦情を、その他の州や連

邦機関・裁判所に対して別途に申立てることも可能です。ただし他機関の苦情受付には

期限があります。連邦機関の第二編関連の苦情受付は、差別を受けた日から通常 180日

以内と定められています。 

 

ADA法第二編関連の苦情の届出の様式と詳細については、以下のリンクをご利用くださ

い。苦情の届出| オレゴン州ポートランド市 

障害者用の歩行者用信号 
障害歩行者用信号機の設置を要請できるプログラムです。本書 3.3をご参照ください。 

4.5 ADA法の適用除外 

公的機関の運営するサービス、事業、活動内容は障害者にも広く利用できるものでなけ

ればならないと ADA連邦規則第 28編 35.150(a)条(ADA規則)は定めています。ただし

ADA法適用にはいくつかの例外も認められています。 

技術的な適合困難 
場所や状況によって段差解消、歩道建設、歩行者信号機等の設置を制約する状況がある

など、法の完全準拠が実質上不可能な場合があります。例えば歩道スロープ部の直上に

建物があって必要スペースを確保できない場合や、地形のこう配が急すぎて左右に正し

い傾斜を確保できない場合などです。こうした状況があるときは、その地点におけるス

ロープ設置は技術的に実行不可能である、または構造上実用的ではないと市が判断する

ことがあります。PBOTではこの特例を申請するための内部規則を設けています。別記

の 12.1をご参照ください。 

過度の負担 
ADA規則では、本来の公共サービス、事業、活動内容を根本的に変貌させるような改修

や、経済的負担や管理上の負担となる要請にまでは、市の対応は要求していません。 

http://www.pdxreporter.org/
https://www.portlandoregon.gov/oehr/66538
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改修やアクセス改善の要請が過度に不当かどうかの判断は、その状況と諸条件を総合的

に評価した上で機関の最高責任者の判断が必要とされています。 

 

過度の負担については、改修内容と費用、それに充てられた市の予算、その経費が市の

運営全般に与える影響、工事の実施が今後その地点に及ぼす長期的影響などの要因を考

慮した上で判断します。 

 

改修が過度に負担であると判断された場合には、市は施設やサービスを利用するための

別案を提起することになっています。 

プログラムへの参加アクセス 
同規則はさらに、プログラムそのものが利用可能である限り、施設の全出入り口をこと

ごとくバリアフリーにしなければならない義務までは公共機関には要求していません。

例えば障害者に妥当な別路が存在する場合には、特定の場所に歩道スロープを設置しな

い（または設置工事を後日に延期する）判断を市が下す場合もあります。 

4.6 ウェブサイトへのアクセス 

2017年、ポートランド市はその当時で 15年目のウェブサイト更新計画を開始しまし

た。オレゴン州ポートランドのウェブサイト更新(POWR)チームは、PBOTほか各局スタ

ッフの協力を得ながら 1 年がかりでサイト作成に取り組みました。ウェブアクセス指針

WCAG 2.1 Level AA準拠の新サイトは、2020年 6 月にデビュー。どんな市民にも使いや

すくなっています。ニュートラルなデザインで、市民のほしい情報がすぐに見つかる便

利なサイトです。 

 

ウェブサイト:オレゴン州ポートランド市 | Portland.gov  

4.7 規格要件と設計仕様 

PBOTでは公共通行路のバリアフリー化に必要な無段差交差点や歩行者信号機、駐車

場、歩道などの建造物において ADA準拠の設計と建設が施されるよう ADA 技術仕様と図

面のガイドを作成しています。その内容は主に、交通規制設備統合マニュアル 

(MUTCD)、連邦道路庁(FHWA)、2010年 ADA規則などに基づいています。これらの規格と

交通システムにおけるバリアフリー化の詳細は、以下の PBOT設計規格のページと ADA

リンクをご参照ください。PBOTの設計要件には連邦 ADA最低水準を上回る部分もあり

ます。 

 

ウェブサイト:標準の図面＆詳細 | オレゴン州ポートランド市 

 

ウェブサイト:ADAのページ|エンジニア、コントラクター&コンサルタント向け情報 | 

オレゴン州ポートランド市 

https://beta.portland.gov/
https://www.portlandoregon.gov/transportation/50383
https://www.portlandoregon.gov/transportation/article/727351
https://www.portlandoregon.gov/transportation/article/727351
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4.8 方針、慣行、手続きの見直し 

PBOTの業務は法令、条例のほか数々の方針や手続きの文書に基づいて運営されていま

す。方針や手続きの新たな作成・変更には、バリアフリーが PBOTの全プログラムに反

映されるように見直しを行っており、既存の方針や手順にも、バリアフリーを最大限に

反映する見直しをそれぞれに行います。 

 

4.9 研修 

PBOTでは ADA 無段差歩道の設計と建設要件に関する内部研修をスタッフやコンサルタ

ント向けに行っています。さらにオレゴン運輸省(ODOT)の無段差設計・検査の好事例研

修にも参加しています。PBOTスタッフに義務付けられた平等化研修では、全ての交通

利用者のニーズを公平にとらえる広い視点を学びます。従業員やコンサルタントが最新

の知識を学べるよう、研修内容は常に更新されています。 
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5.その他のバリアフリー化事業と計画 

PBOTは交通網整備と関連事業におけるバリアフリー化に本格的に取り組んでいます。

バリア除去は移行計画の一項目ですが、PBOTと市で実施するバリアフリー化事業には

交通に関連するその他の取り組みもあります。 

5.1 ポートランド市のADA法第二編移行計画とその周辺 

ポートランド市では市民や訪問者のための多くの事業やサービスを各所の施設で提供し

ています。このような施設には市庁舎のほか、駐車場や民間・公共事業体の運営する市

所有管理施設もあります。各局の役割や取り組みは一般にはあまり知られていません

が、市施設や市のプログラム、サービスへのアクセスは市民や訪問者にとっても重要で

す。各局の担当と役割に応じて、市の ADA法第二編移行計画にはいくつかのバージョン

があります。 

 

2014年 11 月、市の施設における総合的な移行計画を市議会が承認しました。ポートラ

ンド市の移行計画は、ポートランド市の事業や活動、サービスを広く提供する全市施設

の詳細評価の結果として生まれたものです。この移行計画には交通に関する駐車施設も

含まれています。 

 

ウェブサイト:ポートランド市 ADA法第二編移行計画 

 

2015年 8月、市議会は上記移行計画における公園施設の更新版を承認しました。移行

計画の一環としてポートランドの公園レクリエーション課(PP&R)施設評価では、一般利

用の対象となる公園施設の数(260カ所)が多すぎたため評価作業に遅れが生じ、その結

果として公園施設のみを対象とする更新版が別途にまとまりました。 

ウェブサイト:ポートランド市 ADA法第二編移行計画・公園緑地版 

 

2016年 12 月、市議会は移行計画の公会堂版を承認しました。市で所有する公会堂は、

ケラー公会堂、アーリーン・シュニッツァー音楽堂、アントワネット・ハットフィール

ド・ホールの 3施設で、総称してポートランドのアートセンターと呼ばれています。既

https://www.portlandoregon.gov/oehr/article/498497
https://www.portlandoregon.gov/oehr/Workforce_Demographics/article/534557
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存計画との一貫性を保つため、2016年初頭に実施されたアートセンターの評価には同

じコンサルタントによる同じ評価方法が用いられました。 

ウェブサイト:ポートランド市 ADA法第二編移行計画・パフォーミングアート会場版 

 

交通の便に重点を置く今回の移行計画は、市施設に障害者のための継続的改善を行う上

での枠組となるものです。この内容は、既存バリアが除去されるにつれ、また市の施設

所有・運営状況の変化に伴い定期的に更新されます。 

5.2 PedPDXプラン 

PedPDXはポートランドのシティワイド歩行者計画のマスタープランです。PedPDX事業

を通じてポートランド市は、人々が歩く権利を基本的な交通手段、基本的人権として肯

定しています。障害者も含めた誰もがポートランドを安全に楽しく歩けるよう PedPDX

は市政・市予算・都市設計の最前線に置かれています。歩道や横断歩道の改善などをは

じめとする市内の徒歩の安全を確保する投資は優先項目となっています。 

 

この計画では、障害者も含めた誰もが歩けるポートランド街づくりの主要項目を定めて

います。特に障害者向けの項目は、途切れた歩行者道の連結、バリアフリー歩道の建設

とメインテナンス、歩道改善を図るための開発業者・住民・所有者の協力体制づくりな

どがあります。  

ウェブサイト:PedPDX文書 | オレゴン州ポートランド市 

5.3 近隣道路プログラム 

ポートランドの道路の 4%以下(1,181のうち 50マイル)が未舗装の土道や砂利道です。

舗装や歩道はあっても交差点に縁石のない未整備道路も 17% (200マイル)あります。こ

うした未整備の道 250マイルが、市民の安全な徒歩の楽しみを阻んでいます。住民の声

をもとに、近隣道路をさらに整備する要素を追加する事業の枠組みが作られました。 

ウェブサイト:近隣道路の枠組み | オレゴン州ポートランド市 

5.4 障害者用適応自転車プログラム 

2017年、ポートランド市が自転車のシェアバイク BIKETOWNの設備確保などを試験的に

コーディネートした試みは、今では PBOTの事業の一部となっています。障害者コミュ

ニティ関係者との連携を基盤とするアダプティブ BIKETOWNは、ポートランドの障害者

適応バイクレンタル事業として障害者による自転車利用促進をめざしています。ハンド

サイクル、三輪車、相乗り、障害者用電動サイクルなど 15台を PBOTと Kerr Bikes の

提携により提供しています。主な焦点は 1～3時間の短時間レンタルです。アダプティ

ブ BIKETOWNの障害者利用は毎年増加の途をたどっています。 

ウェブサイト: http://adaptivebiketown.com/ 

https://www.portlandoregon.gov/cao/article/620781
https://www.portlandoregon.gov/transportation/78224
https://www.portlandoregon.gov/transportation/68843
http://adaptivebiketown.com/
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5.5 道路の共有 

市が新たな用地を確保できるケースもまれにありますが、市の既存道路はほとんど拡張

できない状態です。新たな交通手段が加わるにつれ、先行権が取り合いの対象となるた

め、市の交通局では安全な道の共用に柔軟に対応しています。市の多くのプログラムや

計画、プロジェクトでは、それぞれの取り組みに関連する道路共有の戦略が定められて

います。例えば、PedPDX の戦略第 5.2項は、歩車共存道路の項目です。PBOT は専門コ

ンサルタントにより適切な道路設計の評価を行っています。こうした取り組みと移行計

画の実施期間を通じて、PBOTでは将来のプロジェクトにも適用できる方針と手続きを

策定しています。 

5.6 PDX WAV 

移動支援機器を利用する障害者の安全と使いやすさを配慮して PBOTが開発したオンデ

マンド配車サービスが PDX WAV です。 

 

これまでの障害者向け配車サービスとは異なり、PDX WAVはいつでも呼ぶことができま

す。ポートランドでオンデマンドサービスを提供しているタクシーや TNC 会社 (Uber

や Lyftなど)は信頼性があり安全です。PDX WAV は事前登録せずに利用でき、見知らぬ

他人と相乗りする必要もありません。  

ウェブサイト:PDX WAV 

  

https://www.portlandoregon.gov/transportation/article/699266
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5.7 通学路の安全 

PBOT 安全通学路(SRTS)は、学校や地域のコミュニテ

ィや機関が市と提携して健全で安全な通学路を確保

することにより、子供たちの楽しい徒歩通学・自転

車通学を保護する取り組みです。安全通学路の交通

路エンジニアは学校付近の道路や標識、信号の改善

に年間を通じて従事しています。こうした改善は生

徒とその家族などをはじめ、障害の有無にかかわら

ず付近の住民に広く恩恵をもたらしています。 

ウェブサイト:通学路の安全 | オレゴン州ポートラ

ンド市

 

 

5.8 Transportation Wallet（交通共通切符） 

Transportation Wallet は公共交通、ポートランド・ストリートカー、バイクシェア、

スクーターの共通切符です。公共交通や自転車、徒歩、スクーターの利用促進により駐

車場や道路の混雑を緩和できる安価で便利な手段です。障害者に特定していませんが、

より多くの人々が利用することを通じて街中の障害者アクセス改善にもつながります。 
  

https://www.portlandoregon.gov/transportation/68009
https://www.portlandoregon.gov/transportation/68009


 

移行計画の草案 ページ25 

 

 

6.優先順位と財源 

6.1 優先付けの基準 

歩道の段差解消 
CREEC同意判決により、ポートランド市では毎年 12月末までに次の 1年間の無段差工

事の予定地リストを提出するよう命じられています。 

 

段差解消の取り組みは、公共投資や民間開発による新建設工事の一環として新設・補修

されるものを除き、以下の要件に基づいて優先付けられます。 

 

CREEC同意判決は、住民の恩恵を重視する以下の優先順位を指示しています。 

1. 官公庁、施設、学校、公園（市が所有・運営する土地に隣接する歩道および

その歩道に連結して市の施設の主要出入口に至る道筋） 

2. 主要道路 

3. 病院、医療施設、介護施設、その他の施設 

4. 商業店舗やビジネス区域など公共の利用する場所 

5. 従業員を雇用する施設 

6. 住宅地域 
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PBOTが 1年間に段差を解消する地点の選定は、提案された方法により行います。 

1. 官公庁、施設、学校、公園の位置をマップで確認します。 

市は CREEC判決で優先を命じられている場所、すなわち官公庁、施設、学校、公園（市

が所有・運営する土地に隣接する歩道およびその歩道に連結して市の施設の主要出入口

に至る道筋）から作業を開始します。 

2. 既存の調査リストから、新設や補修の必要な段差地点を識別します。 

市が上記の優先施設リストと段差リストを照合して、段差があったり既設スロープが法

的要件を満たせていない地点を識別します。施設入口につながる通行ルートの段差が優

先されます。 

3. 市内の歩行者数に応じて安全、平等性などを確保するためPBOTの歩行者優先路網の

情報を参照します。 

ポートランド歩道の工事前と工事後の写真。 

歩行者優先路網は、歩行者の需要にもとづく重要度を直接反映しています。PedPDXの

枠組み作りの中で、交通安全の優先地点（歩行者の負傷・死亡事故多発地点）や平等性

のニーズ（徒歩に頼らざるを得ない場所）などの優先度評価情報が歩行者優先路網に組

み込まれています。PBOT が住民の協力を得ながら 2年がかりで作成した PedPDX は、ポ

ートランドの今後 20年間の政策と投資の手がかりとなります。同計画では歩行者利用

の需要を道路別にスコア化しています。需要ベースのアプローチにより、目的地までの

徒歩の利用者が最も多い道路が優先されます。 

4. CREEC同意判決で優先度の低い地域との重なりを特定します。 

 

• CREEC同意令では、以下の順に優先度が低くなります。 

• 主要道路 

• 病院、医療施設、介護施設、その他同様の施設 

• 商業地区やビジネス地区など、公共の利用する場所 

• 従業員を雇用する施設 
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• 住宅地域 

公共投資事業や民間開発による工事の一環として新設・補修されるものを除き、PBOT

の歩行者信号機、歩道、駅・停留所、駐車スペース、その他交通関連工事の優先付けに

も同様の手法を可能な範囲で適用します。   

6.2 資金源 

段差解消、歩行者用信号機、駅や停留所、障害者専用駐車スペース、歩道設置、その他

バリアフリー化の PBOT方針、慣行、手続き変更のための予算割り当て方法はいくつか

あります。本書 4.0と 5.0 には、こうした改善の実例が記載されています。 

 

CREEC同意判決により、PBOTでは 2030年までの 12年に年間 1,500カ所の段差改善を約

束しています。合意期間中の年間予算は約$1400 万ドルです。住民による無段差要請プ

ログラム予算もこの一部です。 

 

交通整備計画の各プロジェクトには所定のバリアフリー化予算も含まれています。 

 

公共投資事業（CIP）や改修工事でも、バリアフリー化の必要性が認められたものには

予算が宛てられます。
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7.一般市民との情報交換 

7.1 公共イベント 

移行計画の草案は 2020年夏に発表されました。本ウェブサイトへのリンクは、下記の

関係者に通知されています。当計画の印刷版は、別記 12.3の組織・個人のほか、希望

者は誰でも入手できます。 

 

COVID-19感染の影響により、広報活動はオンラインのオープンハウスで定期的に行わ

れる予定です。参加者が PBOT職員に質問できる対話式セッションもあります。組織か

らの要請があれば、PBOT 職員がウェブサイトやオンラインセッションの要旨に一致す

る移行計画の内容から、特定トピックに絞り込む研修も行っています。 

7.2 一般からのコメント 

一般市民からの意見を募っています。ミーティングや質疑応答セッションでのコメント

は全て記録されます。広報活動コメント受付期間中は、オンラインの意見送信欄も利用

できます。全てのコメント内容について、移行計画の最終版への反映が検討されます。 

7.3 関係者リスト 

PBOTでは別記 12.3に記載する関係組織や個人に対して移行計画の草案の作成を通知

し、意見を募集しています。関係者リストには障害者を支援する養護団体、非営利団

体、政府福祉機関が含まれています。また一般の障害者支援サービスとは疎遠な障害者

にも関連のある民族文化の擁護団体や非営利グループ、諸政府機関などにも通知してい

ます。  
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8.バリア除去の実施予定 

8.1 当初のバリア除去予定 

PBOT事業の交通利用者の妨げとなるバリアには、例えば建物、道の段差、歩行者用信

号、駐車場、歩道、方針、業務慣行、手続きなどがあります。施設のバリア要素は、

2014年 10 月に市議会で採択されたポートランド市 ADA法第二編移行計画・更新版に記

載済みです。 

 

市は 2018年からの 12年間で 18,000カ所の歩道段差解消に取り組んでいます。この目

標には障害者のための住民要請受付のほか、公共投資事業や道路改修の工事（舗装工

事、道路メインテナンス、民間開発事業など）も含まれています。 

 

市では同移行計画と日程、通行路の ADA法準拠について、年に一度の見直し評価を行う

予定です。以下の項目が見直し評価の対象となります。  

• 無段差歩道の新設・補修状況に応じて、調査情報を毎年更新   

• 移行計画の進捗を毎年評価し、その実施日程と計画予定を更新  

• 前年の要請や苦情を見直し、対処と判断の状況を評価 

• 上記の年間評価報告を市のウェブサイトで公示。 http://www.portland.gov 

 

  

http://www.portland.gov/
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段差解消と方針・慣行・業務手続き変更のほかにも、PBOTで対応課題となっている項

目の移行計画 20年間にわたる調査・改善の目標を表 8.1に示します。 

 

 

バリアフリー化移行計画 20年目標 
項目 最初の  

５年間 

21-22 

最初の 

５年間 

22-23 

最初の 

５年間 

23-24 

最初の 

５年間 

24-25 

最初の 

５年間 

25-26 

2 期目の  

５年間 

 2026 - 

2031 

3 期目の  

2031-

2036 

4 期目の  

５年間 

2036 - 

2041 

道の段差 

     実態調査 

25% 25% 5% 5% 5% 25% 10%   

道の段差 

     補修と新設 

1500 1500 1500 1500 1500 7500 750/* * 

歩行者用信号機  

     実態調査 

  10% 10% 20% 20% 40%     

歩行者用信号機  

     補修 

  5% 5% 10% 10% 20% 25% 25% 

障害者用駐車スペース  

     実態調査 

25% 25% 25% 25%         

障害者用駐車スペース  

     補修 

        10% 30% 30% 30% 

方針の 

     改訂必要性調査 

100%               

方針の  

     改訂作業 

  25% 25% 25% 25%       

駅と停留所  

     実態調査 

  25% 25% 25% 25%       

駅と停留所  

     補修 

        10% 30% 30% 30% 

歩道の実態調査   

     市有地隣接部 

  50% 50%           

市有地隣接の歩道  

     補修 

        25% 25% 25% 25% 

歩道の改善  

     執行と補修 

  10% 10% 10% 10% 20% 20% 20% 

*段差の工事目標は、同意判決終了 5 年後に見直しを行います。 

表 8.1 バリア除去の移行計画目標 

除去できないバリアや、除去を予定中のバリアについては、要請があれば PBOTが一時

的な通行支援措置を講じます。 
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8.2 移行計画の更新 

市事業や開発工事、交通網の改善を通じて実施されたバリア除去の状況は年に一度ポー

トランド市議会に報告され、移行計画の更新版は少なくとも 5年に一度発行されること

になっています。  
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9.移行計画の実行責任者 

市は、移行計画終了時の ADAの要求事項として、本移行計画の実施責任者に、以下の者

を任命します。 

 

PBOT ADA コーディネーター 

リサ B.ストレーダー（Lisa B. Strader） 

Lisa.Strader@portlandoregon.org 

503-823-5703 

  

mailto:Lisa.Strader@portlandoregon.org
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10.用語と略称 

Accessible（バリアフリー）: 障害のあるアメリカ人法（アメリカ障害者法、ADA法）

第二編の適用条項、または米国司法省もしくは米国運輸省で採択された ADA 基準を歩行

者通行路が満たしていること。 

 

Accessible Elements（バリアフリー化要素）: 段差解消、歩道設置、駅や停留所、駐

車スペース、歩行者用信号機など、公共通行路で障害者アクセスを円滑化する要素。 

 

Accessible Pedestrian Signal (APS、障害歩行者用信号機):音声や振動で「歩け」の

青信号を歩行者に伝える装置。 

 

Americans with Disabilities Act (ADA、障害のあるアメリカ人法):アメリカ障害者法

とも訳される。1990に議会で可決され 1992年に施行された公民権法。障害者にも利用

できる歩道や遊歩道など、公共施設のバリアフリー化設計指針を規定する法律。 

 

Americans with Disabilities Act Accessibility Guidelines (ADAAG、障害のあるア

メリカ人法アクセス指針):1990年 ADA法に基づき、障害者が公共施設などの建物を利

用できるようにするためのバリアフリー化の適用範囲と技術要件の規定。 

 

Alteration（改修）: 公共通行路の設備において歩行者の通行・順路・利用状況を変え

るような工事。 

 

Federal Highway Administration (FHWA、連邦道路庁): 米国運輸省の支庁で、州の行

う高速道路、都市・郊外の道路・橋梁の建設・改修工事に対する連邦政府補助高速道路

プログラムを管理する機関。 

 

Manual on Uniform Traffic Control Devices （MUTCD、統一交通制御装置マニュア

ル）: 交通制御装置に関する全米規格。オレゴン州でも採用されており、押しボタン式

信号機の位置や高さなどを規定。 

 

ODOT – Oregon Department of Transportation（オレゴン州運輸省） 

 

PBOT – Portland Bureau of Transportation（ポートランド交通局） 

 

“Pedestrian Facility” “Pedestrian Facilities”（歩行者用設備）:徒歩通行のた

めに設けられている交差点や道路の部分、歩行者用通路、横断歩道、縁石、歩道スロー

プ、通路、歩行者優先路、歩行者用トンネル、歩道橋など、ポートランド市が一部であ

れ所有・管理・維持の責任を負うもの。 

 

Pedestrian Priority Network（歩行者優先路網）: ポートランドの公共交通機関や主

な目的地を徒歩でつなぐ道路体系。 
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Pedestrian Signal（歩行者用信号機）: 信号のある交差点で、歩行者に横断のタイミ

ング知らせる装置。音の出るものもある。 

 

Pedestrian Walkway（歩行者用通路）: 道路の歩道など、路面が整備された公共歩行者

路のうち、所有・管理・運営の責任が一部であれポートランド市にあるもの。 

 

 

PPP – Policy, Planning, & Projects（政策、計画、プロジェクト） 

 

PROWAG:Public Right-of-Way Accessibility Guidelines（公共通行路アクセス指針）

の略。米国アクセス委員会が 2005年に公表した公共通行路バリアフリー化の指針。横

断歩道、段差解消、道路の備品、歩行者用信号機、駐車スペースの勾配や地形への対応

など、公道の歩行者通行に関する道路設計の慣行や取り組みの指針。米国司法省と米国

運輸省の採択は受けていないものの、多くの法域で基準とされている。 

 

Public Right-of Way (PROW、公共通行路):通行専用に確保されている公道用地。 

 

“Remediate”または“Remediation”（補修）: ADA法の要件を満たしていない段差や

歩行者用信号機、歩道設置などを改善する作業。 

 

Section 504: リハビリテーション法第 504条。連邦政府の行うプログラムや事業にお

いて一切の差別を禁止している。 

 

United States Access Board（米国アクセス委員会）: 建造物、交通車両、通信装置、

電子情報技術などの設計改善基準を策定・管理する連邦政府の独立機関。連邦資金援助

を受ける施設におけるバリアフリー基準への準拠執行も行う。 

 

United States Department of Justice (DOJ、米国司法省): 米国の法律執行と司法行

政を行う連邦政府の機関。 
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11.役立つ情報 

11.1 ポートランド市(組織の連絡先): 

• 雇用に関する質問、懸念、苦情、手続き案内（求人と採用の情報）:  

o Human Resources（人事）503-823-3572 

 

• ポートランド警察の差別問題の懸念:  

o Independent Police Review （警察審査課）503-823-0146 

 

• 市行政の窓口  

o The Office of Community and Civic Life（市民課）503-823-4519 

 

• 政府の体系的な不平等  

o The Office of Equity and Human Rights （平等人権室）503-823-4433 

 

• 市のサービス＆業務に関する苦情:  

o Ombudsman（オンブズマン）503-823-0144 

 

• 建築基準と規制（市施設を除く）:  

 

o Resources Counter at the Development Services Center 

（開発事業センターのリソース窓口）:503-823-7300  

o City of Portland Code Enforcement/Code Violations 

（ポートランド市建築基準法の執行と違反）:503-823-CODE (2633) 

 

• 各事業・サービス・活動クセスにおける平等アクセス 

（支援サービス、言語サービスなど）は、責任者に直接お問い合わせください。 

o City County Information（部署別電話番号リスト）503-823-4000 

 

• Civil Rights Title VI（公民権法第六編関連）:503-823-2595 

 

• ADA Title II（ADA法第二編関連）:503-823-2709 

 

• 英語以外の言語アクセス:503-823-4432 

 

• 障害者支援、ADAコーディネーターへの問い合わせ 
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o https://www.portlandoregon.gov/oehr/66525?a=454403 

 

• 局内の公民権法第六編担当員: 

o https://www.portlandoregon.gov/oehr/67053 

11.2 ポートランド近郊情報: 

• Tri-Met交通 

o Director of Diversity and Transit Equity（交通の機会均等）:503-

962-2217 

o 代表番号:503-238-RIDE (7433)  

 

• Multnomah County（マルトノマ郡） 

o County’s Civil Rights Administrator（郡公民権課）:503-988-4201 

o Aging and Disability Resource Connection  

(ADRC、高齢者・障害者)ヘルプライン:503-988-3646 

 

• Clackamas County（クラカマス郡）   

o Aging and Disability Resource Connection 

（ADRC、高齢者・障害者）ヘルプライン:503-650-5622 

 

• Washington County（ワシントン郡） 

o Aging and Disability Resource Center 

（ADRC、高齢者・障害者）ヘルプライン:503-673-2372 

 

• Independent Living Resources（自立生活支援） 

o (503) 232-7411  

o www.ilr.org 

11.3 オレゴン州情報 

• NW ADA Center（ノースウエストADAセンター） 

o 800-949-4232または425-233-8913 

 

• Civil Rights Division, Bureau of Labor and Industry, State of Oregon 

（オレゴン州労働局公民権部） 

o Technical Assistance（テクニカルサポート）:971-673-0764  

o PDX line（ポートランド）:971-673-0764 

 

• The State of Oregon Building Codes Division（オレゴン州建築法基準部） 

https://www.portlandoregon.gov/oehr/66525?a=454403
https://www.portlandoregon.gov/oehr/67053
http://www.ilr.org/
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o 503-378-4133 

 

• Oregon Aging and Disability Resource Center 

（オレゴン州高齢者・障害者センター）  

o 州:1-855-ORE-ADRC (673-2372) 

o Multnomah County（マルトノマ郡）:503-988-3646 

11.4 連邦政府情報 

• Civil Rights Division, Department of Justice 

（司法省公民権部）:202-514-4609 

• Civil Rights Division, Complaint Line 

（公民権の苦情ライン）:888-736-5551または 202-514-3847 

• Civil Rights Title VI Hotline, Department of Justice 

（司法省公民権法第六編ホットライン）:1-888-848-5306 

• ADA Information Line (ADA情報):800-514-0301 

• Access Board（アクセス委員会）:800-872-2253または 202-272-0080 
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12. 別記  
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12.1 技術的実現困難に関する市エンジニアの指令 

PBOT ポートランド交通局 
 1120 SW Fifth Avenue, Suite 800 Portland, OR 97204  503.823.5185  

Fax 503.823.7576  TTY 503.823.6868  www.portlandoregon.gov/transportation 

Chloe Eudaly コミッショナー Chris Warner 暫定ディレクター 

都市設計令  

 ナンバー  無効化する旧版 
 
 発効日  キャンセル日 

ST 002-02  ST 002-01  2 月 21日, 2019  

件名 発行者 
ポートランド市 ADA 縁石切り下げの設計基準  
ODOT 道路上・道路沿いの縁石切り下げ  
対角面 1 カ所/2 カ所の縁石切り下げの技術的実現困難の審査・

承認の基準 

!}:スティーブ・タウンゼン, P.E.,  

シティ・エンジニア -----I 
目的:  
ここでは以下の項目すなわち (a) ポートランド市 ADA 無段差歩道要件の特例申請に ADA 無段差設計書を

使用、 (b) ODOT 道路上・ODOT 道路沿いの歩道段差解消、 (c) 2 カ所スロープから斜め 1 カ所の設計に

変更するときの手続要件と承認、 (d) 技術的な適合困難の届出と承認手続き、について明示する。 

指令内容：  
ポートランド市 ADA 無段差歩道の設計要件  

ポートランド市の無段差歩道の設計要件は、PBOT の ADA 無段差設計書の内容に基づく。 

特例の申請は、ADA 無段差設計書にその理由を記載し、書面提出により PBOT の ADA テクニカルアドバイ

ザーの承認を得ること。 

ODOT の道路上・道路沿い歩道の段差解消  

ODOT 道路上・ODOT 道路沿いの歩道段差解消には ODOT 要件が適用する。ODOT 文書による設計変更の手続

に従って ODOT の承認を必ず得ること。ODOT 道路上・沿いの歩道段差解消には、ODOT 検査書を用いるこ

と。 

ポートランド市 ADA 無段差歩道要件上は、スロープ 2 カ所を斜め 1 カ所に代えると違反となる  

市は各角につき斜め 1 カ所ではなく、2 カ所のスロープ付けを規定。ただし FHWA には各種の歩道スロー

プ設置オプションが示されている。参照リンク https://www.fhwa.dot.gov/e 

nvironment/bicycle_pedestrian/publications/ sidewalk2/ pdf/ 08chapter7.pdf  
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1 角につきスロープ 2 カ所の設置に代えて、斜め１カ所で済ますときは、特例を申請して申請 PBOT の

ADA テクニカルアドバイザーの承認を得ること。斜め 1 カ所の特例申請は担当エンジニアが ADA 無段差

設計書の備考欄に理由を記入すること。ADA テクニカルアドバイザーは申請内容を検討後、ADA 無段差設

計書に署名して特例の承認を下す。 

 

1 角にスロープ 2 カ所を設置するにあたり、新たな公道用地が必要となる場合は、そこに（建物など

の）障害物がない限り、市がまず用地の取得を試みる。ただし用地取得が無理な場合には、既存の範囲

で別仕様のスロープ設置を検討する。 

 

まれに経路の立地条件により、斜め１カ所も設置困難な場合は、市の交通設計者の判断により当該交差

点の歩行者横断を閉鎖することもある。ポートランド市条例 16.10.200 市の交通設計者の責務参照。 

技術的な適合困難の特例申請と承認 

公共機関による改修工事では、ADA 法基準を最大限に採用しなければならない。28 CFR §35.151(b)適

合困難とは物理的な困難に限定する。まれに地形や立地条件の制約から、公共機関が ADA 基準の適用除

外となることもある。ADA 指針 4.1.6(1)(j) 費用は基準適合最大限努力の要素にはならない。米国司法

省 ADA 法第二編技術マニュアル § ll-6.3200(3)-(4), 1993 参照 

 

ADA 無段差設計書に記載された内容が、市の技術的適合困難特例の説明責任の根拠となる。PBOT の ADA

テクニカルアドバイザーが技術的な困難要件の適合を判断するため、記載根拠が要件を満たせるようア

ドバイスを得ること。技術的な適合困難による適用除外には、書面による根拠説明と ADA テクニカルア

ドバイザーの承認が必要。 

ADA テクニカルアドバイザーはシティエンジニアが任命する。 

現在は以下の 5 名が PBOTの ADA テクニカルアドバイザーである: 

Chon Wong, P.E., Jimi Joe, P.E., Raphael Haou, P.E., Chris Wier, P.E., and Eva Huntsinger, JD, P.E. 

ADA 無段差設計書は PBOT ウェブサイトにリンクあり: 

https://www.portlandoregon.gov/transportation/article/642921  

詳細は PBOT の ADA Technical Advisor（障害者技術アドバイザー）までお問い合わせください。 

  

https://www.portlandoregon.gov/transportation/article/642921
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12.2 ポートランド市の技術的適合困難と歴史建築の特例方針 

アメリカ障害者法第二編における技術的適合困難と歴史的建築物の特例措置に関する手続き 

平等人権室ディレクターの規則制定権限により採択された行政規則 

 

ポートランド市にはアメリカ障害者法（ADA）第二編の遵守が義務付けられています。障害者アクセ

ス目的で既存の施設や建物に改修を施す際、ADA法は完全準拠への除外も行政機関に認めていま

す。この行政規則では、ポートランド市における ADA要件の適応除外の申請と承認の責任と手続き

を定めています。 

 

この行政規則では技術的な適合困難と歴史的建築の特例について取り上げます。 

 

バリアフリー工事において ADA法完全準拠への適用除外が必要となった市の担当局は、平等人権室

(OEHR) 第二編プログラムマネージャーに以下の項目を記載した文書を提出します。 

 

改修対象の建築要素における、技術的な適合困難または歴史的意義の根拠に基づく説明。 

 

ADA法の最大限準拠に向けて同局が実施したバリアフリー化のための、プログラム内容上の変更や

除去同等の支援努力など、法規定の最低限以上の実施内容などをできるだけ記載。 

 

ADA法第二編プログラムマネージャーは以下のいずれかの対応をとります。 

さらに追加文書、補足情報を要求する、または 

ADA法第二編準拠を向上させる別案を提案する、 

直接面談を要請する、 

提出文書が不十分と判断する、 

提出文書にコメント付記せず承認する、など。 

 

要件と文書記録 

技術的な適合困難 
既存施設や建物における当該識別バリアについて、以下の要件を 1つでも満たしているときは、設

計上の適合義務からの除外を認めることができます。 

 

既存建築の構造上不可欠な荷重構造枠組の部材を除去・改変する必要がある場合。 

現存する物理的な制約が原因で、最低限の要件を完全準拠できる改修が不可能な場合。 

現存する物理的な制約が原因で、最低限の要件を完全準拠できるような新たな機能や要素、スペー

スの追加が不可能な場合。 

 

ADA準拠を最大限にするために努力した実践内容、これからの提案などを識別し、追加情報として

添付します。 

歴史的建築物 
特定の史跡や施設・建物においては、ADA準拠改修により独自の歴史的特徴が損なわれる部分を市

当局が適用除外の対象として識別することができます。 

 

この行政規則では、施設や建物が以下の項目を 1つでも満たしていれば、歴史的建物・史跡と見な

します。 

 

National Register of Historic Places（米国の歴史的建造物のリストに登録されている）または

National Register Historic District（米国の歴史的地区）の主要な建造物である場合、または   
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ORS 第 358章に基づき州の歴史保存員の認定を受けている場合、  

ポートランド市条例第 33章でポートランドの歴史施設に指定されている場合、または地域の保存地

区の主な建造物である場合。 

 

歴史的根拠により除外を申請する場合は、建物の史跡登録とその歴史的な特徴を記載した文書、お

よびその改修作業で害される恐れのある地区・市・州・連邦の史跡記載の特徴的要素とその想定被

害の程度を市の局が文書化します。 

 

ADA法にできる限り準拠するためにこれまでに取った手段、これからの提案などを識別し、追加情

報として添付します。最終責任者は、ADA法第二編プログラムマネージャー、プロジェクト担当局

の協力を得ながら、可能範囲で障害者アクセス ADA設計基準を最大限に確保するよう、根拠文書の

整った理性的判断を下さなければなりません。市の担当諸局は正確かつ完全な除外申請文書を速や

かに提出する必要があります。ADA法第二編プログラムマネージャーは、この申請と付随文書を審

査した上で、除外判断の根拠が十分に認められる旨を市の最終責任者に報告する責任があります。

現役コミッショナーの指示がない限り、局ディレクターを除外申請の審査と承認の最終責任者とし

ます。この承認権限は書面により上位スーパーバイザーに委任できます。 

  

申請手続きの各段階において、市法務部または ADAバリアフリー設計の技術専門家に相談すること

を推奨します。最終承認はプロジェクトファイルに保管し、コピーを ADA法第二編プログラムマネ

ージャーに送付します。 
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12.3 ADA 移行計画の関係者リスト 

  AARP Oregon & chapters  

  American Council of the Blind, Metro PDX Chapter 

  AOCIL  

  APANO 

  Asian Health & Services Center 

  Association of Oregon Counties  

  AYCO Health and Disability Program  

  Beyond Black 

  Black Parent Initiative 

  Brain Injury Alliance of Oregon 

  Central Northeast Neighborhood Coalition 

  Charles Jordan Community Center 

  Clackamas County Aging & Disability Resource Connection 

  Coalition of Communities of Color 

  Community Vision 

  Congo Peace Project 

  Connecting Communities Coalition (c/o Relay Resources) 

  Council on American Islamic Relations 

  CYMA space 

  Czech School of Portland 

  Disability Arts and Culture Project 

  Disability Awareness Resource Team 

  Disabled Refugee Alliance 

  Disability Rights Oregon 

  Division Midway Alliance 

  East Portland Community Office 

  Easter Seals Oregon 

  El Programa Hispano 

  Epilepsy Foundation of Oregon 

  Family and Community Together (FACT) 

  Hearing Loss Association of Oregon 

  Hispanic  Metropolitan Chamber of Commerce 

  Hollywood Senior Center 

  Housing and Community Services of Oregon 

  Hygiene 4 All 

  Immigrant and Refugee Community (IRCO) 

  Impact NW 

  Independent Living Resources 

  Invisible Disabilities Association 

  Latino Network 

  League of Oregon Cities 
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  Learning Disability Association of Oregon 

  Lewis & Clark College - Student Services 

  Lutheran Community Services 

  Metro 

  Metropolitan Family Services 

  Momentum Alliance 

  Morrison Child & Family Services 

  Multnomah County Aging & Disability Resource Connection 

  Multnomah County Aging & Disability Services 

  Multnomah County Developmental Disabilities Services 

  Multnomah County Disability Services Advisory Council  

  Multnomah County Mental Health Services 

  National Alliance on Mental Illness (NAMI) Multnomah  

  National Federation of the Blind, Oregon Chapter  

  National Organization on Disability 

  Native American Youth and Family Center (NAYA) 

  Neighbors West/Northwest (NW/NW) 

  North Portland Neighborhood Services 

  Northeast Coalition of Neighborhoods 

  Northwest ADA Center 

  Northwest Down Syndrome Association  

  NW Pilot Project 

  ODOT Region 1 

  OHSU Avel Gordly Center for Healing 

  On-the-Move Community Integration  

  OPAL Environmental Justice Oregon 

  Open Signal 

  Oral Hull Foundation for the Blind  

  Oregon Advocacy Commissions Office 

  Oregon Association of the Deaf  

  Oregon Bureau of Labor and Industries  

  Oregon Commission for the Blind 

  Oregon Community Health Workers Association 

  Oregon Council on Developmental Disabilities 

  Oregon Disabilities Commission 

  Oregon Food Bank 

  Oregon Health Authority 

  Oregon Department of Justice Civil Rights Division  

  Oregon Department of Veterans' Affairs 

  Oregon Mental Health Consumers Association 

  Oregon Parks and Recreation Department 

  Oregon Self Advocacy Coalition 

  Oregon Spinal Cord Injury Connection 
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  Oregon Vocational Rehabilitation  

  Oregon Walks 

  Paralyzed Veterans of America, Oregon Chapter 

  Portland African American Leadership Forum (PAALF)  

  Portland Community College - Disability Services 

  Portland Police Bureau Vulnerable Adult & Elder Crimes Unit 

  Portland State University-Disability Resource Center 

  Portland VA Medical Center 

  Public Transportation Advisory Council Disability Workshop 

  Rahab's Sisters 

  Reed College - Disability Support Services 

  Real Choice Initiatives 

  Ride Connection 

  Right to Survive 

  Rose Community Development 

  Rosewood Initiative 

  Self Enhancement Inc 

  Spinal Coordinated 

  Somali American Council of Oregon (SACOO) 

  Southeast Uplift Neighborhood Coalition 

  Southwest Neighborhoods, Inc. 

  State Independent Living Council 

  Street Roots 

  Street Trust 

  Symbiosis PDX 

  The Arc Multnomah-Clackamas 

  TriMet 

  Unite Oregon 

  United Cerebral Palsy Association 

  United Cerebral Palsy of Oregon & South Washington  

  United Congolese Community Group 

  United Spinal Association 

  Urban League of Portland 

  Verde 

  Veterans Administration, Portland Regional Office 

  VOZ Workers Rights 

  Washington County Disability, Aging, and Veteran Services 

  Western Conexiones 


